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○ 一般事業主（民間企業等）、特定事業主（国・地方公共団体）は、
 ⑴ 職場の女性の活躍に関する状況の把握・課題の分析を実施、

 ⑵ 状況把握、課題分析を踏まえた事業主行動計画を策定・公表、
［事業主行動計画の必須記載事項］
・目標（数値を用いて設定） ・取組内容 ・取組の実施時期 ・計画期間

 ⑶ 女性の職業選択に資するよう、女性の活躍に関する情報を公表
  ・常用労働者301人以上の一般事業主及び全ての特定事業主は、

 ①職業生活に関する機会の提供に関する実績のうち
   「男女の賃金の差異」（職員の給与の男女の差異）の項目

   ②職業生活に関する機会の提供に関する実績のうち①以外の項目から１項目以上
     ③職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実績から１項目以上

     を公表
・常用労働者101人以上300人以下の一般事業主は、
   「職業生活に関する機会の提供に関する実績」及び
 「職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実績」の
 全ての項目から１項目以上を公表

○ 国等は、優良な一般事業主に対する認定（えるぼし認定・プラチナえるぼし認定）、
   公共調達における受注機会の増大等の施策を実施。
 地方公共団体は、国の施策に準じて受注機会の増大等の施策を実施（努力義務）

○ 地方公共団体は、推進計画（区域内の女性活躍の推進に係る計画）を策定、公表（努力義務）

女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで活力ある社会の実現を図る。

１．目的

２．概要

10年間の時限立法（～R８（2026）.3.31)

（一般事業主（民間企業等）に関する部分は厚生労働省が、特定事業主（国・地方公共団体）に関する部分は内閣府（内閣官房、総務省と共管）が所管）

⑴～⑶の対象は、
①常用労働者101人以上の一般事業主 及び
（常用労働者100人以下の一般事業主は努力義務）
②全ての特定事業主

情報公表項目
・採用者に占める女性の割合
・管理職等に占める女性の割合
・男女別の職種又は雇用形態の転換の実績
・男女別の再雇用又は中途採用の実績
・男女の賃金の差異 等
・男女の平均継続勤務年数の差異
・残業時間の状況
・男女別の育児休業取得率
・有給休暇取得率 等

職業生活と家庭
生活との両立に
資する雇用環境
の整備の実績

職業生活に
関する機会の
提供の実績

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）の概要
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令和４年12月21日付けで内閣府令等を改正し、女性活躍推進法に基づく
情報公表及び状況把握・分析の必須項目として「職員の給与の男女の差異」を追加（令和５年４月１日施行）

特定事業主における女性活躍推進法に基づく職員の給与の男女の差異の公表について
１．概要

3

２．公表方法（主な事項）

・男性職員の給与の平均に対する女性職員の給与の平均を割合(％)
 で示す

・①「任期の定めのない常勤職員」、
②「任期の定めのない常勤職員以外の職員」及びこれらを総計した
③「全職員」の区分で公表
また、「任期の定めのない常勤職員」については、(1)役職段階別及び
(2)勤続年数別による職員の給与の男女の差異を公表
※登用状況や勤続年数の違いにより、給与の男女差が生じることが見込まれたため

各特定事業主の実情に応じて、更に詳細な情報や補足的な情報
 （差異に係る背景事情の説明等）を公表することも可能

・新たな年度が開始した後、当該年度の前年度の職員の給与の
 男女の差異の実績について、おおむね3か月以内に公表することとしており、
 初回の公表については、令和４年度の職員の給与の男女の差異の
 実績について、おおむね令和５年6月末までに各機関のHP等で公表。

公表様式(国の機関用)
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特定事業主における女性活躍推進法に基づく職員の給与の男女の差異の公表について

女性活躍・男女共同参画の重点方針2023（女性版骨太の方針2023）
（令和５年６月13日すべての女性が輝く社会づくり本部・男女共同参画推進本部決定）（抄）

Ⅱ女性の所得向上・経済的自立に向けた取組の強化
（２）男女間賃金格差の開示に伴う更なる対応

国・地方公共団体においては、各機関における状況を適切に把握・分析することを可能とする観点から、任期の定めのない常勤職
員に係る役職段階別及び勤続年数別による公表を含め、令和４年度における職員の給与の男女の差異の実績について、 おおむね 令
和５年６月末までに各機関のホームページ等において適切に情報公表を行う。【 内閣官房、 内閣府 、総務省、各府省】

その上で、各機関における職員の給与の男女の差異の状況について、それぞれ比較が可能な形で、一覧性・検索性を確保したサイ
トの整備を通じて、更なる「見える化」を図る。【 内閣府 】

・国の機関の公表状況
立法・司法（８機関）→ 全機関公表済
行政（26機関）→ 全機関公表済

・地方公共団体の公表状況
約3,300事業主のうち約2,300事業主で公表済（内閣府調査に対する回答から確認） 

３．各機関の公表状況

・令和５年６月、国及び地方公共団体の公表内容（令和4年度実績）に関する調査を実施。
・取りまとめ結果については、内閣府男女共同参画局のホームページにおいて令和6年4月2日に公表済（女性
活躍推進法「見える化」サイト）。
・公表に当たっては、各機関の公表内容がそれぞれ比較可能な形で閲覧できるよう、一覧性・検索性を確保したサ
イトの整備を行い、「見える化」を図っている。

４．内閣府における「見える化」の状況
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各機関等が令和５年度に公表
した職員の給与の男女の差異の
公表情報（令和４年度実績）
について、絞り込み検索や団体
名検索が可能。

女性活躍推進法「見える化」サイトトップページ

女性活躍推進法「見える化」サイト［男女間給与差異ページ］

4



内閣官房 https://www.cas2023年11月 無 71.8 76.2 63.6
内閣法制局 https://www.clb2023年6月 無 63.7 69.0 63.4
内閣府 https://www.cao2023年6月 有 78.1 83.8 63.4
宮内庁 https://www.kun2023年8月 有 86.8 120.1 82.9
公正取引委員会 https://www.jftc2023年6月 無 76.2 56.4 69.1
警察庁 https://www.npa2023年6月 有 77.5 92.6 76.3
個人情報保護委員会 https://www.ppc2023年6月 無 74.6 97.3 80.6
カジノ管理委員会 https://www.jcrc2023年7月 無 72.4 70.4 68.6
金融庁 https://www.fsa2023年6月 無 77.0 57.3 70.2
消費者庁 https://www.caa2023年6月 有 83.2 78.3 81.0
デジタル庁 https://www.dig2023年7月 無 85.5 69.0 72.9
復興庁 https://www.rec2023年6月 無 75.4 86.8 79.8
総務省・公害等調整委員会・消防庁 https://www.sou2023年6月 無 76.7 88.5 73.1
法務省・出入国在留管理庁・公安審査委員会・公安調査庁 https://www.mo2023年6月 無 86.0 70.4 75.9
財務省・国税庁 https://www.mo2023年6月 無 83.5 47.5 64.0
外務省 https://www.mo2023年9月 無 85.9 92.1 82.8

団体名 公表ＵＲＬ 情報公表年月 職員数の換算

全職員に係る情報

任期の定めのない

常勤職員（％）

任期の定めのない

常勤職員以外の職員

（％）

全職員（％）

公表情報一覧ダウンロード

公表情報は一覧でき、エクセル形式でダウンロードが可能。

検索結果一覧
複数機関の公表情報を並べて閲覧することが可能。

5


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6



